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住宅ローン利用者の実態調査
【住宅ローン利用予定者調査（2023年10月調査）】

2024年１月23日

国際・調査部 調査グループ
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調査の概要

今後５年以内に住宅ローンを利用して住宅を取得する計画がある方を対象とし、希望する住宅ローンの金利タイ
プ、住宅取得に向けた意識や行動等について調査を実施し、その結果をとりまとめたものです。

1. 調査方法

インターネット調査会社のモニター（約220万件）のうち、次の要件を満たす方を対象にインターネットによるアンケートを実施し、

先着順に回答があった1,500件について集計

2. 調査対象

・今後５年以内に具体的な住宅取得予定に伴い住宅ローンを利用予定の方 （n=1,500）

・全国の20歳以上70歳未満の方（学生の方及び無職の方を除く）

・居住用の新規の住宅ローン（借換ローン、リフォームローン、土地のみのローン又はアパート若しくは投資用のローンを除く）

3. 調査実施時期

・2023年10月27日～11月2日

4. 調査項目

・希望する住宅ローンの金利タイプ、住宅取得に向けた意識や行動など
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調査結果

１．希望する住宅ローンの金利タイプ

○住宅ローン利用予定者が希望する金利タイプは、「変動型」が約４割、「固定期間選択型」が約３割、「全期間固定型」が
約３割。
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％

4

○ 今後１年間の住宅ローン金利について、住宅ローン利用予定者の５割以上は、「現状よりも上昇する」と考え
ている。（前回調査と比べて5.1ポイント増加）

２．今後１年間の住宅ローンの金利見通し（希望する金利タイプ利用者別）
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３. 住宅取得の動機（年齢別）

○住宅取得の動機を年齢別に見ると、ライフステージに関するものとして、20歳・30歳代で「結婚・出産を機に」や「子ど
もや家族のため」が多く、50歳・60歳代で「老後の安心のため」が多い。
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＜ライフステージ＞ ＜生活・環境の質向上＞ ＜経済的理由＞
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４-１．住宅の買い時意識（今が買い時と思う割合）

○今（今後１年程度）の住宅の買い時意識に関して、「買い時と思う」と回答した割合は26.1％（前回調査から1.9ポイント
減少）、「買い時とは思わない」と回答した割合は31.3％（同0.6ポイント減少）
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（横軸：調査実施時期 及び 標本数）

（回答構成割合）
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４-２．住宅の買い時意識（住宅の買い時だと思う理由、住宅取得に踏み切れない理由）

○今（今後１年程度）を「住宅の買い時と思う」との回答した方の理由としては、「住宅ローン金利が低水準だから」「住宅価格
が値上がりしそうだから」などが多い。

○今（今後１年程度）を「買い時と思わない」「分からない」との回答した方の住宅取得に踏み切れない理由としては、
「将来の収入や生活への不安」 「景気の先行きが不透明」 ｢気に入った物件、条件に合う物件がない｣などが多い。
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※「買い時と思う」と回答した方

（注1） 前回調査の選択肢「住宅価格が安くなったから」から変更

（注2） 前回調査の選択肢「金融緩和政策が継続しているから」から変更
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４-３．住宅の買い時意識（住宅取得に踏み切れない理由（年収別））

○ 今（今後１年程度）を「買い時と思わない」「分からない」と回答した方の住宅取得に踏み切れない理由を年収別
に見ると、年収が低いほど「将来の収入や生活への不安」「収入が減った」などの資金面の理由を挙げる割合
が多い。
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％

＜複数回答可＞ n=1108

※｢買い時と思わない｣｢分からない｣と回答した方
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５-１．住宅取得時に特に重視するもの

○住宅取得時に特に重視するものとしては、「価格・費用」が最も多く、次いで「間取り」「立地（災害などに対する
安全性）」などとなっている。
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６．資金計画、住宅ローン借入計画の作成、相談先

○住宅取得に当たり、資金計画や住宅ローン借入計画の作成、相談等を行っている割合は全体の約６割で、具体的
な内容としては、「インターネットの住宅情報サイトを利用した」「住宅事業者の営業マンに相談した」などが多い。
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相談等を行いましたか？ n=1500
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今回調査（2023年10月実施） n=936

前回調査（2023年4月実施） n=939

＜複数回答可＞

％
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注：首都圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
東海圏：岐阜県、静岡県、愛知県、三重県
近畿圏：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
その他：首都圏、東海圏、近畿圏以外

＊各構成比については、四捨五入の関係で合計が100％にならない場合が
ある。

（参考）回答者の基本属性




